
焼却施設への搬入手数料の改定状況 

都道 

府県 
 市 

現行単価 

（円/kg） 

現行単価 

改定年月 

調査改定（円/kg） A→B 改定率 

［(B-A)/A］×100 改定前 A 改定後 B 

北海道 札幌市 20 2013 年 1 月 17 20 +17.6% 

北海道 函館市 10.2152 2018 年 4 月 3.456 5.616 +62.5% 

北海道 旭川市 7.5 2003 年 7 月 5.1 7.5 +47.1% 

北海道 帯広市 17 2014 年 7 月 16 17 +6.3% 

北海道 釧路市 8.2 2014 年 4 月 8 8.2 +2.5% 

北海道 苫小牧市 14 2013 年 7 月 11 14 +27.3% 

青森県 青森市 10 2003 年 7 月 0 10 有料化 

青森県 弘前市 10 2016 年 4 月 
少量減免

5 

 

10 

少量減免廃止 

+100.0% 

青森県 八戸市 9.2 2014 年 4 月 9 9.2 +2.2% 

岩手県 盛岡市 10 2006 年 4 月 5 10 +100.0% 

宮城県 仙台市 15 2018 年 4 月 10 15 +50.0% 

秋田県 秋田市 11.5 2014 年 4 月 11.2 11.5 +2.7% 

山形県 山形市 14 2018 年 12 月 10 14 +40.0% 

山形県 鶴岡市 11 2004 年 6 月 9 11 +22.2% 

福島県 福島市 10 1998 年 6 月 5 10 +100.0% 

福島県 郡山市 10 1995 年 4 月 3 10 +233.3% 

福島県 いわき市 10 2004 年 10 月 1.57 10 +536.9% 

茨城県 水戸市 13 1998 年 10 月 10 13 +30.0% 

茨城県 日立市 6 2002 年 4 月 
少量減免 

6 

 

6 
少量減免廃止 

茨城県 土浦市 26 2018 年 10 月 20.5 26 +26.8% 

茨城県 つくば市 18.5 2014 年 4 月 18 18.5 +2.8% 

茨城県 ひたちなか市 13 2004 年 3 月 3 13 +333.3% 

栃木県 宇都宮市 22.2 2014 年 4 月 21.6 22.2 +2.8% 

栃木県 足利市 21 2008 年 4 月 15.75 21 +33.3% 

栃木県 小山市 25 2007 年 4 月 15 25 +66.7% 

栃木県 栃木市 25 2003 年 4 月 15 25 +66.7% 

群馬県 前橋市 18 2010 年 4 月 15 18 +20.0% 

群馬県 高崎市 15 2014 年 4 月 
少量減免

15  

少量減免

15  

賦課消費税増率 

（外税の扱い） 



群馬県 太田市 13 2005 年 3 月 
少量減免 

13  

 

13  
少量減免廃止 

埼玉県 さいたま市 17  2014 年 4 月       17 17 
賦課消費税増率 

（外税の扱い） 

埼玉県 川越市 22 2018 年 4 月 10 17 +70.0% 

埼玉県 熊谷市 18 2016 年 4 月 15 18 +20.0% 

埼玉県 川口市 22 2014 年 4 月 15 22 +46.7% 

埼玉県 所沢市 24 2013 年 10 月 20 24 +20.0% 

埼玉県 上尾市 23 2015 年 10 月 17 23 +35.3% 

埼玉県 狭山市 21 2017 年 10 月 17 21 +23.5% 

埼玉県 草加市 21 2004 年 10 月 18 21 +16.7% 

埼玉県 越谷市 21 2004 年 10 月 18 21 +16.7% 

埼玉県 戸田市 18.36 2014 年 4 月 17.85 18.36 +2.9% 

埼玉県 入間市 23 2014 年 4 月 15 23 +53.3% 

埼玉県 朝霞市 22 1999 年 4 月 10 22 +120.0% 

埼玉県 新座市 22.5 2014 年 4 月 22 22.5 +2.3% 

埼玉県 三郷市 21 2004 年 10 月 18 21 +16.7% 

千葉県 千葉市 27 2016 年 4 月 20 27 +35.0% 

千葉県 市川市 21.6 2011 年 10 月 18.9 21.6 +14.3% 

千葉県 船橋市 20 2010 年 4 月 17 20 +17.6% 

千葉県 木更津市 9 2007 年 10 月 7.5  9  +20.0% 

千葉県 松戸市 16 1998 年 4 月 13 16 +23.1% 

千葉県 野田市 27 2015 年 7 月 
少量減免 

15 

 

27 

少量減免廃止 

+80.0% 

千葉県 成田市 21.6 2014 年 4 月 21 21.6 +2.9% 

千葉県 佐倉市 35 2008 年 4 月 25 35 +40.0% 

千葉県 習志野市 23 2017 年 4 月 19 22 +15.8% 

千葉県 柏市 19.44 2014 年 4 月 18.9 19.44 +2.9% 

千葉県 市原市 20 2012 年 10 月 14.7 20 +36.1% 

千葉県 流山市 16.2 2014 年 4 月 15.75 16.2 +2.9% 

千葉県 八千代市 21 2005 年 4 月 
逓増制 

10、14，17 

少量定額 

21 
手数料体系改正 

千葉県 我孫子市 25.2 2009 年 7 月 15.75 25.2 +60.0% 

千葉県 浦安市 21.6 2014 年 4 月 21 21.6 +2.9% 

東京都 北区 15.5 2013 年 10 月 14.5 15.5 +6.9% 



東京都 八王子市 35 2015 年 4 月 25 35 +40.0% 

東京都 立川市 40 2014 年 11 月 30 40 +33.3% 

東京都 武蔵野市 40 2013 年 4 月 20 40 +100.0% 

東京都 府中市 42 2007 年 4 月 30 42 +40.0% 

東京都 調布市 35 2013 年 4 月 49 35 -28.6% 

東京都 町田市 35 2015 年 4 月 25 35 +40.0% 

東京都 小平市 24 1998 年 4 月 18 24 +33.3% 

東京都 日野市 42 2011 年 4 月 25 42 +68.0% 

東京都 東村山市 35 2008 年 4 月 25 35 +40.0% 

東京都 多摩市 35 2016 年 10 月 25 35 +40.0% 

東京都 西東京市 38 2009 年 10 月 35 38 +8.6% 

神奈川県 横浜市 13 2001 年 4 月 9.5 13 +36.8% 

神奈川県 川崎市 15 2017 年 4 月 12 15 +25.0% 

神奈川県 相模原市 23 2016 年 4 月 18 23 +27.8% 

神奈川県 横須賀市 15 1997 年 8 月 8 15 +87.5% 

神奈川県 平塚市 22 2010 年 4 月 20 22 +10.0% 

神奈川県 鎌倉市 25 2018 年 1 月 13 21 +61.5% 

神奈川県 藤沢市 27 2018 年 10 月 20 27 +35.0% 

神奈川県 小田原市 25 2001 年 4 月 15 25 +66.7% 

神奈川県 茅ヶ崎市 24 2017 年 10 月 20 24 +20.0% 

神奈川県 秦野市 22 2018 年 10 月 18 22 +22.2% 

神奈川県 厚木市 25 2013 年 4 月 20 25 +25.0% 

神奈川県 大和市 20 2003 年 11 月 12 20 +66.7% 

神奈川県 海老名市 25 2009 年 7 月 21 25 +19.0% 

神奈川県 座間市 25 2009 年 7 月 21  25  +19.0% 

新潟県 新潟市 13 2008 年 6 月 12 13 +8.3% 

新潟県 長岡市 12 2013 年 4 月 
少量定額 

8 

少量定額 

12 

 

+50.0% 

新潟県 上越市 15 2010 年 4 月 12 15 +25.0% 

富山県 富山市 18 2009 年 4 月 12 18 +50.0% 

富山県 高岡市 12.4 2014 年 4 月 12 12.4 +3.3% 

石川県 金沢市 11 2014 年 4 月 8.4 8.6 +2.4% 

福井県 福井市 4.32 2014 年 4 月 4 4.32 +8.0% 

長野県 長野市 16 2016 年 4 月 13 16 +23.1% 

長野県 松本市 15 2009 年 10 月 10.5 15 +42.9% 



岐阜県 岐阜市 0  － －  －  － 

岐阜県 大垣市 10 2011 年 4 月 9 10 +11.1% 

静岡県 静岡市 10.8 2014 年 4 月 10.5 10.8 +2.9% 

静岡県 沼津市 6.1 2014 年 4 月 6 6.1 +1.7% 

静岡県 富士宮市 12.3 2017 年 12 月 
少量定額 

10.8 

 

12.3 

少量定額廃止 

+13.9% 

静岡県 富士市 12.3 2015 年 2 月 12 12.3 +2.5% 

静岡県 磐田市 15.4 2016 年 4 月 
少量減免 

15.4 

 

15.4 
少量減免廃止 

静岡県 焼津市 14.4 2006 年 1 月 10.5 14.4 +37.1% 

静岡県 藤枝市 14.4 2014 年 4 月 10 14 +40.0% 

愛知県 名古屋市 20 2004 年 4 月 10 20 +100.0% 

愛知県 豊橋市 10 2006 年 4 月 8 10 +25.0% 

愛知県 岡崎市 10 2011 年 4 月 7.8 10 +28.2% 

愛知県 一宮市 20 2012 年 4 月 15 20 +33.3% 

愛知県 瀬戸市 20 2011 年 4 月 18  20  +11.1% 

愛知県 春日井市 20 2013 年 4 月 17 20 +17.7% 

愛知県 豊川市 12 2007 年 4 月 8 12 +50.0% 

愛知県 豊田市 10 2010 年 7 月 8 10 +25.0% 

愛知県 西尾市 11 2016 年 4 月 8.4 11 +31.0% 

三重県 津市 15 2006 年 4 月   
少量定額 

15  
市町村合併時統一 

三重県 四日市市 16.4 2014 年 4 月 16 16.4 +2.5% 

三重県 伊勢市 13 2017 年 4 月 10.8 13 +20.4% 

三重県 松阪市 15 2009 年 8 月 10 15 +50.0% 

三重県 桑名市 20 2008 年 4 月 15 20 +33.3% 

滋賀県 大津市 18 2014 年 4 月 15 18 +20.0% 

滋賀県 草津市 
    11 

(二段 17) 
2014 年 7 月 

200kg 未満

11.55 

200kg 未満

11 

二段階逓増制 

-4.8% 

京都府 京都市 10 2014 年 4 月 8 10 +25.0% 

大阪府 大阪市 9 2012 年 4 月 5.8 9 +55.2% 

大阪府 堺市 11  2016 年 4 月 11  
少量定額 

11  
最低単位制導入 

大阪府 豊中市 8.7 2012 年 10 月 6 8.7 +45.0% 

大阪府 吹田市 10.5 2012 年 7 月 7 10.5 +50.0% 



大阪府 守口市 9 2002 年 7 月 4 9 +125.0% 

大阪府 枚方市 9 2016 年 1 月 7.5 9 +20.0% 

大阪府 茨木市 6 2007年10月 6  6  課金量単位改定 

大阪府 八尾市 14.2 2008 年 7 月 12.9 14.2 +10.1% 

大阪府 寝屋川市 9 2014 年 4 月 6 9 +50.0% 

大阪府 和泉市 15 2009 年 4 月 11 15 +36.4% 

大阪府 箕面市 6 2014 年 10 月 4 6 +50.0% 

兵庫県 神戸市 8 2003 年 1 月 7 8 +14.3% 

兵庫県 姫路市 10 2004 年 7 月 8 10 +25.0% 

兵庫県 明石市 7 2000 年 4 月 5 7 +40.0% 

兵庫県 西宮市 9 2007 年 10 月 
少量減免 

9 

 

9 
少量減免廃止 

兵庫県 伊丹市 8.7 2012 年 10 月 6 8.7 +45.0% 

兵庫県 加古川市 13 2016 年 10 月 8 13 +62.5% 

奈良県 奈良市 10 1998 年 4 月 6 10 +66.7% 

和歌山県 和歌山市 13 2014 年 10 月 10 13 +30.0% 

鳥取県 鳥取市 12  2009 年 4 月 12  12  課金量単位改定 

鳥取県 米子市 19.5 2014 年 4 月 19 19.5 +2.6% 

島根県 松江市 20 2018 年 10 月 15.4 20 +29.9% 

島根県 出雲市 15.4 2014 年 4 月 10.5 15 +42.9% 

岡山県 岡山市 13 2004 年 4 月 9.2 13 +41.3% 

岡山県 倉敷市 13.3 2014 年 4 月 13 13.3 +2.3% 

広島県 広島市 10 2014 年 4 月 9.8 10 +2.0% 

広島県 呉市 13 2013 年 4 月 10.5 13 +23.8% 

広島県 尾道市 13 2006 年 10 月 13  13  課金量単位改定 

広島県 福山市 16 2014 年 4 月 15 16 +6.7% 

広島県 東広島市 10 2001 年 4 月 0 10 有料化 

山口県 宇部市 13 2014 年 6 月 
10～100

ｋｇ定額  

20ｋｇ超単

純従量制  

少量無料継続、定

額量の縮小従量化 

山口県 山口市 8.2 2012 年 10 月 8 8.2 +2.5% 

山口県 岩国市 15 2010 年 7 月 10 15 +50.0% 

徳島県 徳島市 12 2014 年 4 月 10 12 +20.0% 

香川県 高松市 16 2018 年 4 月 15.5 15.54 +0.3% 

愛媛県 松山市 17 2016 年 7 月 15 17 +13.3% 

愛媛県 今治市 10 2011 年 10 月 8 10 +25.0% 



高知県 高知市 12 2007 年 4 月 5 12 +140.0% 

福岡県 北九州市 10 2004 年 10 月 7 10 +42.9% 

福岡県 福岡市 14 2005 年 6 月 11 14 +27.3% 

福岡県 久留米市 15 2004 年 1 月 8 15 +87.5% 

佐賀県 佐賀市 6 2004 年 9 月 
 

4 

少量定額 

6 

少量二段階定額 

+50.0% 

長崎県 長崎市 6.17 2017 年 4 月 6.17 6.17 課金量単位改定 

長崎県 佐世保市 9 2009 年 4 月 5.3 9 +69.8% 

熊本県 八代市 10 2004 年 4 月 5 10 +100.0% 

大分県 大分市 10 2014 年 7 月 
少量定額 

8 

 

10 

少量定額廃止 

+25% 

宮崎県 宮崎市 3.24 2014 年 4 月 3.15 3.24 +2.9% 

宮崎県 都城市 5 2015 年 3 月 2 5 +150.0% 

宮崎県 延岡市 4 2009 年 4 月 0 4 有料化 

鹿児島県 鹿児島市 7 2002 年 4 月 積載量制  7  積載量制→実量制 

鹿児島県 霧島市 8 2010 年 10 月 6 8 +33.3% 

沖縄県 那覇市 11 2014 年 4 月 9 11 +22.2% 

沖縄県 沖縄市 6 2017 年 4 月 4 6 +50.0% 

注)１．現行単価は調査時点の 2019 年 2 月現在。 

２．「調査改定」は、本調査で減量効果の分析に用いた手数料改定であり、その改定後の

単価については現行単価と一致しない場合がある。直近の改定で改定前後のごみ量デ

ータがとれない場合に、その前の回の改定データを用いたことによる。 

3．2020 年 6 月 1 日一部修正。 


